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(57)【要約】
【課題】荷電粒子ビームの線量分布の確認を実照射前の
みならず、実照射中あるいは実照射後にも行うことので
きる照射線量確認システムを提供する。
【解決手段】粒子加速器から輸送されてきた荷電粒子ビ
ームＢの進行方向に対する深さ方向Ｚ及び当該進行方向
と直交する平面上の横方向Ｘと縦方向Ｙとで定義される
三次元照射野を、深さ方向において複数の階層に分けた
照射階層ごとに荷電粒子ビームＢを照射する粒子線照射
装置２の照射線量を確認するための照射線量確認システ
ム１であって、照射階層の深さに関する深さ情報と、荷
電粒子ビームＢの二次元分布に関する二次元分布情報及
び線量に関する線量情報とから、三次元照射野における
照射線量を表した三次元照射野線量分布データを生成し
、予め設定された計画線量分布における線量と合致する
か確認する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　粒子加速器から輸送されてきた荷電粒子ビームの進行方向に対する深さ方向及び当該進
行方向と直交する平面上の横方向と縦方向とで定義される三次元照射野を、前記深さ方向
において複数の階層に分けた照射階層ごとに前記荷電粒子ビームを照射する粒子線照射装
置の照射線量を確認するための照射線量確認システムであって、
　前記照射階層の深さに関する深さ情報と、前記平面上における前記荷電粒子ビームの二
次元分布に関する二次元分布情報及び前記平面上における前記荷電粒子ビームの線量に関
する線量情報とから、前記三次元照射野における照射線量を表した三次元照射野線量分布
データを生成し、予め設定された計画線量分布における線量と合致するか確認する
　ことを特徴とする照射線量確認システム。
【請求項２】
　前記粒子線照射装置と接続された制御手段と、
　前記制御手段から送信された前記照射階層を指定する階層信号を受けて、前記粒子線照
射装置から照射する前記荷電粒子ビームを所定の照射階層の深さに照射させるとともに、
当該照射階層の深さを前記深さ情報として前記制御手段に送信する階層指定手段と、
　前記荷電粒子ビームの二次元分布と線量を測定し、前記二次元分布情報及び前記線量情
報として制御手段へ送信する二次元線量分布測定手段と、を備え、
　前記階層指定手段から受信した前記深さ情報と、前記二次元線量分布測定手段から受信
した前記二次元分布情報及び前記線量情報とから、前記三次元照射野における照射線量を
表した三次元照射野線量分布データを生成する生成手段と、
　前記三次元照射野線量分布データと、予め設定された計画線量分布における線量とが合
致するか確認する確認手段と、を有する
　ことを特徴とする請求項１に記載の照射線量確認システム。
【請求項３】
　前記荷電粒子ビームの進行上の所定位置に備えられ、一定の照射時間内における前記荷
電粒子ビームの線量の積算値を測定して測定積算値として得ることのできる線量モニタを
有し、
　前記二次元線量分布測定手段による各照射階層における測定感度が非線形をなす場合は
、
　前記生成手段が、前記測定積算値と、前記線量情報とを比較して各照射階層に対する照
射強度を算出し、算出した前記照射強度を重畳して前記三次元照射野線量分布データを生
成する
　ことを特徴とする請求項２に記載の照射線量確認システム。
【請求項４】
　前記確認手段が、
　前記線量情報又は前記測定積算値と、予め設定された計画線量分布における線量と、の
大小関係を確認する
　ことを特徴とする請求項２又は請求項３に記載の照射線量確認システム。
【請求項５】
　前記確認手段において、前記線量情報又は前記測定積算値が前記計画線量分布における
線量よりも大きいことが確認された場合は、
　前記制御手段が前記粒子線照射装置による前記荷電粒子ビームの実照射を中止させる中
止手段を有する
　ことを特徴とする請求項２から請求項４のいずれか１項に記載の照射線量確認システム
。
【請求項６】
　前記二次元線量分布測定手段が、
　前記荷電粒子ビームの軌道上に配置され、前記荷電粒子ビームによって励起されて蛍光
を発する蛍光層を表面に形成した酢酸セルロース製の薄膜体と、
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　当該薄膜体から所定距離離間して設けられ、当該薄膜体を撮影する撮影カメラと、
　を含んでなることを特徴とする請求項２から請求項５のいずれか１項に記載の照射線量
確認システム。
【請求項７】
　請求項１に記載の照射線量確認システムを用いた照射線量確認方法であって、
　前記深さ情報と、前記二次元分布情報及び前記線量情報とを取得して、前記三次元照射
野線量分布データを生成し、前記計画線量分布における線量と合致するか確認する
　ことを特徴とする照射線量確認方法。
【請求項８】
　請求項２に記載の照射線量確認システムを用いた照射線量確認方法であって、
　前記深さ情報と、前記二次元分布情報及び前記線量情報とを、前記制御手段が受信する
受信ステップと、
　前記生成手段が、前記深さ情報と、前記二次元分布情報及び前記線量情報とから、前記
三次元照射野線量分布データを生成する生成ステップと、
　前記確認手段が、前記三次元照射野線量分布データと、予め設定された計画線量分布に
おける線量とが合致するか確認する確認ステップと、
　を含むことを特徴とする請求項７に記載の照射線量確認方法。
【請求項９】
　前記荷電粒子ビームの進行上の所定位置に備えられ、一定の照射時間内における前記荷
電粒子ビームの線量の積算値を測定して測定積算値として得ることのできる線量モニタを
有し、
　前記二次元線量分布測定手段による各照射階層における測定感度が非線形をなす場合は
、
　前記測定積算値と、前記線量情報とを比較して各照射階層に対する照射強度を算出し、
算出した前記照射強度を重畳して前記三次元照射野線量分布データを生成する生成ステッ
プ
　を含むことを特徴とする請求項８に記載の照射線量確認方法。
【請求項１０】
　前記確認ステップが、
　前記線量情報又は前記測定積算値と、予め設定された計画線量分布における線量と、の
大小関係を確認する
　ことを特徴とする請求項８又は請求項９に記載の照射線量確認方法。
【請求項１１】
　前記確認ステップにおいて、前記線量情報又は前記測定積算値が前記計画線量分布にお
ける線量よりも大きいことが確認された場合は、
　前記制御手段が前記粒子線照射装置による前記荷電粒子ビームの実照射を中止させる中
止ステップ
　をさらに含むことを特徴とする請求項９から請求項１０のいずれか１項に記載の照射線
量確認方法。
【請求項１２】
　前記二次元線量分布測定手段が、
　前記荷電粒子ビームの軌道上に配置され、前記荷電粒子ビームによって励起されて蛍光
を発する蛍光層を表面に形成した酢酸セルロース製の薄膜体と、
　当該薄膜体から所定距離離間して設けられ、当該薄膜体を撮影する撮影カメラと、
　を含んでなることを特徴とする請求項８から請求項１１のいずれか１項に記載の照射線
量確認方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、粒子加速器から輸送されてきた荷電粒子ビームを照射する粒子線照射装置の
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照射野における線量分布を確認するための照射線量確認システム及び照射線量確認方法に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　図４は、従来の荷電粒子ビームの線量分布の確認方法を説明する概念図である。図４に
示すように、粒子加速器から輸送されてきた荷電粒子ビームＢは、走査電磁石１００の磁
界によって当該荷電粒子ビームＢの進行方向に対して横方向及び縦方向に任意に曲げられ
、かつ、レンジシフタ２００によって照射深さが制御されて被照射体に照射される。そし
て、荷電粒子ビームＢの線量は水カラム３００内の測定器４００によって測定されている
。
【０００３】
　従来は、荷電粒子ビームＢを被照射体に実際に照射する（以下、実照射という。）前に
、図４に示すようにして測定器４００を用いて確認していた。具体的には、水の入った水
カラム３００を被照射体に見立ててこれをベッドの上に載置し、かかる水カラム３００内
に測定器４００を配置して任意の測定位置ｍ，ｍ＋１・・・ｍ＋ｋ（なお、ｋは任意の数
を示す。）に移動させつつ、各測定位置における線量を測定することを測定位置の数だけ
繰り返して行うことで、予め設定された計画線量通りの線量分布で荷電粒子ビームＢの照
射を行うことができるか確認していた。このような荷電粒子ビームの線量分布の確認方法
は、例えば、特許文献１に記載されている。
【０００４】
【特許文献１】特開平１１－６４５３０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、従来の荷電粒子ビームの線量分布の確認方法では、線量分布の確認を測
定位置の数ｍ＋ｋだけ繰り返して行わなければならないために、多大な時間と労力が必要
となる。また、被照射体に実照射した荷電粒子ビームの線量を測定することができないた
めに、実照射した荷電粒子ビームの線量を実照射中あるいは実照射後に確認することがで
きなかった。
【０００６】
　本発明は前記状況に鑑みてなされたものであり、荷電粒子ビームの線量分布の確認を実
照射前のみならず、実照射中あるいは実照射後にも行うことのできる照射線量確認システ
ムを提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
〔１〕前記課題を解決した本発明に係る照射線量確認システムは、粒子加速器から輸送さ
れてきた荷電粒子ビームの進行方向に対する深さ方向及び当該進行方向と直交する平面上
の横方向と縦方向とで定義される三次元照射野を、前記深さ方向において複数の階層に分
けた照射階層ごとに前記荷電粒子ビームを照射する粒子線照射装置の照射線量を確認する
ための照射線量確認システムであって、前記照射階層の深さに関する深さ情報と、前記平
面上における前記荷電粒子ビームの二次元分布に関する二次元分布情報及び前記平面上に
おける前記荷電粒子ビームの線量に関する線量情報とから、前記三次元照射野における照
射線量を表した三次元照射野線量分布データを生成し、予め設定された計画線量分布にお
ける線量と合致するか確認することを特徴としている。
【０００８】
　このように、深さ情報と、二次元分布情報及び線量情報とから、三次元照射野における
照射線量を表した三次元照射野線量分布データを生成し、予め設定された計画線量分布に
おける線量と合致するか随時確認することができるので、荷電粒子ビームの線量分布を実
照射前に確認できるだけでなく、荷電粒子ビームの実照射中あるいは実照射後にも線量分
布の確認を行うことができる。
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【０００９】
〔２〕本発明においては、前記粒子線照射装置と接続された制御手段と、前記制御手段か
ら送信された前記照射階層を指定する階層信号を受けて、前記粒子線照射装置から照射す
る前記荷電粒子ビームを所定の照射階層の深さに照射させるとともに、当該照射階層の深
さを前記深さ情報として前記制御手段に送信する階層指定手段と、前記荷電粒子ビームの
二次元分布と線量を測定し、前記二次元分布情報及び前記線量情報として制御手段へ送信
する二次元線量分布測定手段と、を備え、前記階層指定手段から受信した前記深さ情報と
、前記二次元線量分布測定手段から受信した前記二次元分布情報及び前記線量情報とから
、前記三次元照射野における照射線量を表した三次元照射野線量分布データを生成する生
成手段と、前記三次元照射野線量分布データと、予め設定された計画線量分布における線
量とが合致するか確認する確認手段と、を有するのが好ましい。
【００１０】
　このように、制御手段が有する生成手段によって随時三次元照射野線量分布データを生
成し、さらに確認手段によって三次元照射野線量分布データと予め設定された計画線量分
布における線量とが合致するか随時確認することができるので、荷電粒子ビームの線量分
布を実照射前に確認できるだけでなく、実照射中あるいは実照射後にも確認することがで
きる。
【００１１】
〔３〕本発明においては、前記荷電粒子ビームの進行上の所定位置に備えられ、一定の照
射時間内における前記荷電粒子ビームの線量の積算値を測定して測定積算値として得るこ
とのできる線量モニタを有し、前記二次元線量分布測定手段による各照射階層における測
定感度が非線形をなす場合は、前記生成手段が、前記測定積算値と、前記線量情報とを比
較して各照射階層に対する照射強度を算出し、算出した前記照射強度を重畳して前記三次
元照射野線量分布データを生成するのが好ましい。
【００１２】
　このようにすれば、二次元線量分布測定手段によって測定された線量の測定感度が非線
形となる場合であっても、専ら線量を測定するために用いられる線量モニタによって線量
を測定し、生成手段で三次元照射野線量分布データを生成する際にこれを重畳するため、
より高い精度で荷電粒子ビームの線量分布を実照射前に確認できるだけでなく、実照射中
あるいは実照射後にも確認することができる。
【００１３】
〔４〕本発明においては、前記確認手段が、前記線量情報又は前記測定積算値と、予め設
定された計画線量分布における線量と、の大小関係を確認するのが好ましく、〔５〕前記
確認手段において、前記線量情報又は前記測定積算値が前記計画線量分布における線量よ
りも大きいことが確認された場合は、前記制御手段が前記粒子線照射装置による前記荷電
粒子ビームの実照射を中止させる中止手段を有するのが好ましい。
【００１４】
　このようにすれば、確認手段によって、二次元線量分布測定手段で測定した線量情報、
又は線量モニタで測定した測定積算値と、予め設定された計画線量分布における線量との
大小関係を確認することができる。そして、これらの線量が、計画線量分布における線量
よりも大きいことが確認された場合は、制御手段が有する中止手段によって、粒子線照射
装置による荷電粒子ビームの実照射を中止することができるので、被照射体に対する安全
性をより高めることができる。
【００１５】
〔６〕本発明においては、前記二次元線量分布測定手段が、前記荷電粒子ビームの軌道上
に配置され、前記荷電粒子ビームによって励起されて蛍光を発する蛍光層を表面に形成し
た酢酸セルロース製の薄膜体と、当該薄膜体から所定距離離間して設けられ、当該薄膜体
を撮影する撮影カメラと、を含んでなるのが好ましい。
【００１６】
　このようにすれば、荷電粒子ビームが表面に蛍光層が形成された酢酸セルロース製の薄
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膜体を通過するときに、この蛍光層が発する蛍光を撮影カメラで撮影するだけであるので
、荷電粒子ビームの状態を殆ど破壊しない所謂準非破壊型モニタとすることができる。し
たがって、従来のモニタのように荷電粒子ビームの状態を大きく破壊したりせず、被照射
体への荷電粒子ビームの実照射を正確に行うことができるとともに、リアルタイムで測定
することが可能となる。
【００１７】
〔７〕また、本発明に係る照射線量確認方法は、〔１〕に記載の照射線量確認システムを
用いた照射線量確認方法であって、前記深さ情報と、前記二次元分布情報及び前記線量情
報とを取得して、前記三次元照射野線量分布データを生成し、前記計画線量分布における
線量と合致するか確認することを特徴としている。
【００１８】
　このように、深さ情報と、平面上における荷電粒子ビームの二次元分布情報及び平面上
における荷電粒子ビームの線量情報とから、三次元照射野における照射線量を表した三次
元照射野線量分布データを生成し、予め設定された計画線量分布における線量と合致する
か随時確認することができるので、荷電粒子ビームの線量分布を実照射前に確認できるだ
けでなく、荷電粒子ビームの実照射中あるいは実照射後にも線量分布の確認を行うことが
できる。
【００１９】
〔８〕本発明においては、〔２〕に記載の照射線量確認システムを用いた照射線量確認方
法であって、前記深さ情報と、前記二次元分布情報及び前記線量情報とを、前記制御手段
が受信する受信ステップと、前記生成手段が、前記深さ情報と、前記二次元分布情報及び
前記線量情報とから、前記三次元照射野線量分布データを生成する生成ステップと、前記
三次元照射野線量分布データと、予め設定された計画線量分布における線量とが合致する
か確認する確認ステップと、を含むのが好ましい。
【００２０】
　このように、受信ステップで受信した深さ情報と、二次元分布情報と、線量情報とから
、生成ステップによって三次元照射野線量分布データを生成することができ、これを確認
ステップにより、予め設定された計画線量分布における線量とが合致するか随時確認する
ことができるので、荷電粒子ビームの線量分布を実照射前に確認できるだけでなく、実照
射中あるいは実照射後にも確認することができる。
【００２１】
〔９〕本発明においては、前記荷電粒子ビームの進行上の所定位置に備えられ、一定の照
射時間内における前記荷電粒子ビームの線量の積算値を測定して測定積算値として得るこ
とのできる線量モニタを有し、前記二次元線量分布測定手段による各照射階層における測
定感度が非線形をなす場合は、前記測定積算値と、前記線量情報とを比較して各照射階層
に対する照射強度を算出し、算出した前記照射強度を重畳して前記三次元照射野線量分布
データを生成する生成ステップを含むのが好ましい。
【００２２】
　このようにすれば、二次元線量分布測定手段によって測定された線量の測定感度が非線
形となる場合であっても、専ら線量を測定するために用いられる線量モニタによって線量
を測定し、生成ステップで三次元照射野線量分布データを生成する際にこれを重畳するた
め、より高い精度で荷電粒子ビームの線量分布を実照射前に確認できるだけでなく、実照
射中あるいは実照射後にも確認することができる。
【００２３】
〔１０〕本発明においては、前記確認ステップが、前記線量情報又は前記測定積算値と、
予め設定された計画線量分布における線量と、の大小関係を確認するのが好ましく、〔１
１〕前記確認ステップにおいて、前記線量情報又は前記測定積算値が前記計画線量分布に
おける線量よりも大きいことが確認された場合は、前記制御手段が前記粒子線照射装置に
よる前記荷電粒子ビームの実照射を中止させる中止ステップをさらに含むのが好ましい。
【００２４】
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　このようにすれば、確認ステップによって、二次元線量分布測定手段で測定した線量情
報、又は線量モニタで測定した測定積算値と、予め設定された計画線量分布における線量
との大小関係を確認することが可能となる。そして、これらの線量が、計画線量分布にお
ける線量よりも大きいことが確認された場合は、中止ステップによって、制御手段が粒子
線照射装置による荷電粒子ビームの実照射を中止することができるので、被照射体に対す
る安全性をより高めることができる。
【００２５】
〔１２〕本発明においては、前記二次元線量分布測定手段が、前記荷電粒子ビームの軌道
上に配置され、前記荷電粒子ビームによって励起されて蛍光を発する蛍光層を表面に形成
した酢酸セルロース製の薄膜体と、当該薄膜体から所定距離離間して設けられ、当該薄膜
体を撮影する撮影カメラと、を含んでなるのが好ましい。
【００２６】
　このようにすれば、荷電粒子ビームが表面に蛍光層が形成された酢酸セルロース製の薄
膜体を通過するときに、この蛍光層が発する蛍光を撮影カメラで撮影するだけであるので
、荷電粒子ビームの状態を殆ど破壊しない所謂準非破壊型モニタとすることができる。し
たがって、従来のモニタのように荷電粒子ビームの状態を大きく破壊せず、被照射体への
荷電粒子ビームの実照射を正確に行うことができるとともに、リアルタイムで測定するこ
とが可能となる。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明の照射線量確認システムによれば、深さ情報と、荷電粒子ビームの二次元分布情
報及び荷電粒子ビームの線量情報とから、三次元照射野線量分布データを生成し、この三
次元照射野線量分布データと予め設定された計画線量分布における線量とが合致するか確
認することができるので、被照射体に実照射した荷電粒子ビームの線量分布をリアルタイ
ムで監視することや、これを記憶しておけば事後的に確認することが可能となる。
　また、確認手段において二次元線量分布測定手段で測定した線量情報、又は線量モニタ
で測定した測定積算値と、予め設定された計画線量分布における線量との大小関係を確認
し、これらの線量が予め設定されていた計画線量分布における線量よりも大きくなるよう
な異常な状態となったときに、荷電粒子ビームの照射を即座に中止することが可能となる
。
【００２８】
　本発明の照射線量確認方法によれば、深さ情報と、荷電粒子ビームの二次元分布情報及
び荷電粒子ビームの線量情報とから、三次元照射野線量分布データを生成し、予め設定さ
れた計画線量分布における線量と合致するか確認することができるので、被照射体に実照
射した荷電粒子ビームの線量分布をリアルタイムで監視することや、これを記憶しておけ
ば事後的に確認することが可能となる。
　また、確認ステップや中止ステップを有すれば、実照射している荷電粒子ビームの線量
分布が予め設定されていた計画線量分布における線量よりも大きくなるような異常な状態
となったときに、荷電粒子ビームの照射を即座に中止することが可能となる。
【００２９】
　本発明に係る照射線量確認システム及び照射線量確認方法によれば、水ファントムを使
用することにより、荷電粒子ビームの線量分布を実照射前に確認できるだけでなく、被照
射体への荷電粒子ビームの実照射中、あるいは被照射体への荷電粒子ビームの実照射後に
も、被照射体に実照射した荷電粒子ビームの線量分布の確認を行うことができる。そのた
め、従来よりも粒子線治療に関する品質保証(Quality Assurance)を高めることができる
。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３０】
　以下、適宜図面を参照して本発明に係る照射線量確認システム及び照射線量確認方法に
ついて詳細に説明する。
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　まず、図１を参照して本発明に係る照射線量確認システムについて説明する。なお、図
１は、本発明に係る照射線量確認システムの一構成例を示す概略図である。ここで、図１
において縦方向Ｙは紙面に直交する方向である。
【００３１】
　本発明に係る照射線量確認システム１は、図示しない粒子加速器から輸送されてきた荷
電粒子ビームＢの進行方向に対する深さ方向Ｚ及び当該進行方向と直交する平面上の横方
向Ｘと縦方向Ｙとで定義される三次元照射野を、深さ方向Ｚにおいて複数の階層に分けた
照射階層ごとに荷電粒子ビームＢを照射する粒子線照射装置２の照射線量を確認するため
の照射線量確認システムである。
【００３２】
　つまり、本発明の照射線量確認システム１は、横方向Ｘ、縦方向Ｙ及び深さ方向Ｚにそ
れぞれ任意の大きさで設定される三次元の照射野を、深さ方向Ｚに複数の照射階層に分割
して、各照射階層を二次元の照射野として捉える。
　具体的には、各照射階層における荷電粒子ビームＢの分布と線量をそれぞれ、平面上に
おける荷電粒子ビームＢの二次元分布に関する情報を二次元分布情報として捉え、平面上
における荷電粒子ビームＢの線量に関する情報を線量情報として捉える。また、複数の照
射階層に分割した深さに関する情報を深さ情報として捉える。そして、二次元分布情報と
線量情報とを、深さ情報に基いて順次積層することによって三次元照射野における照射線
量を確認するものである。
　かかる形式の粒子線照射装置としては、例えば、ラスタスキャニング法やスポットスキ
ャニング法などのスキャニング照射法を実施する粒子線照射装置や、積層原体照射法を実
施する粒子線照射装置などがある。
【００３３】
　図１に例示するように、本発明に係る照射線量確認システム１は、粒子線照射装置２と
接続された制御手段３と、走査電磁石４と、荷電粒子ビームＢが照射される被照射体Ｐを
載置するベッド５とを備えている。そして、照射階層を指定する階層信号を受けて、粒子
線照射装置２から照射する荷電粒子ビームＢを所定の照射階層の深さに照射させるととも
に、当該照射階層の深さを深さ情報として制御手段３に送信する階層指定手段６と、荷電
粒子ビームＢの二次元分布と線量を測定し、二次元分布情報及び線量情報として制御手段
３へ送信する二次元線量分布測定手段７と、を備えている。
【００３４】
　なお、走査電磁石４とベッド５の間に備えられる階層指定手段６と二次元線量分布測定
手段７の設置順序は、前記したものに限定されるものではなく、これらの順序を相互に入
れ換えてもよい。例えば、走査電磁石４から二次元線量分布測定手段７、階層指定手段６
の順序で設置してもよい。
【００３５】
　階層指定手段６としては、例えば、種々の厚さの減衰板を組み合わせて用いることによ
って、被照射体Ｐの体内における荷電粒子ビームＢの飛程を調整するレンジシフタを用い
ることができる。また例えば、粒子加速器から粒子線照射装置に供給される荷電粒子ビー
ムＢのエネルギーを変化させる手段を用いることができる。つまり、粒子加速器で荷電粒
子ビームＢの加速具合を調節することで、供給する荷電粒子ビームＢの到達する深さを変
化させることができる。
　なお、荷電粒子ビームＢの照射深さや階層の数は、粒子線照射装置２の種類、性能、予
め設定される計画線量によって適宜に設定するのが好ましい。
【００３６】
　二次元線量分布測定手段７としては、例えば、荷電粒子ビームＢの軌道上に配置され、
この荷電粒子ビームＢによって励起されて蛍光を発する蛍光層７１を表面に形成した酢酸
セルロース製の薄膜体７２と、当該薄膜体７２から所定距離離間して設けられ、当該薄膜
体７２を撮影する撮影カメラ７３と、を含んでなる、所謂準非破壊型モニタを用いるのが
好ましい。このような二次元線量分布測定手段７とすれば、荷電粒子ビームＢによって励
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起された蛍光層７１が蛍光を発するようになるので、蛍光している様子をビデオカメラな
どの撮影カメラ７３で撮影するだけで荷電粒子ビームＢの分布や位置を測定することがで
きる。
【００３７】
　ここで、前記した薄膜体７２と蛍光層７１の厚さは、例えば、これらの水等価厚の合計
を３０μｍから６０μｍ程度にするとよい。蛍光層７１は、例えば、硫化物系蛍光体、具
体的には、硫化亜鉛・銀（ＺｎＳ：Ａｇ）を用いることができる。このようにすれば、荷
電粒子ビームＢの分布や位置を確認する際に蛍光層７１と薄膜体７２を通過するだけであ
り、かつ、その水等価厚が非常に薄いので、荷電粒子ビームＢの状態を殆ど破壊すること
なく、横方向Ｘ及び縦方向Ｙで定義される二次元の分布位置を測定することができる。
　なお、本発明の照射線量確認システム１で用いることのできる二次元線量分布測定手段
７は、前記したものに限定されるものではなく、例えば、電離箱を正方格子状に並べた二
次元電離箱アレイやイメージングプレート、ＥＰＩＤ（Electronic Portal Imaging Devi
ce）、フラットパネルセンサ、放射線検出用フィルムなどの準非破壊型モニタも用いるこ
とができる。
【００３８】
　なお、本発明においては、荷電粒子ビームＢの進行上の所定位置に備えられ、一定の照
射時間内における荷電粒子ビームＢの線量の積算値を測定して測定積算値として得ること
のできる線量モニタ（図示せず）を有しているのが好ましい。このような線量モニタを有
していれば、二次元線量分布測定手段７によって測定される各照射階層における測定感度
が非線形をなすような場合であっても、当該線量モニタによって測定された測定積算値得
ることができるので、後記するように制御手段３によって、より高い精度で荷電粒子ビー
ムＢの線量分布を確認することができる。
【００３９】
　線量モニタは、荷電粒子ビームＢを一定時間測定し、その線量を積算して測定積算値と
して得ることができるものであればよく、従来公知のものを用いることができる。かかる
線量モニタとしては、例えば、電離箱、比例計数管、ＧＭ計数管、シンチレーション検出
器、半導体検出器などを用いることができるが、中でも荷電粒子ビームＢの状態を破壊し
にくい電離箱を用いるのが好ましい。
【００４０】
　そして、粒子線照射装置２と接続された制御手段３は、少なくとも、生成手段３１と、
確認手段３２とを備えており、好ましくは、中止手段３３を備えている。
【００４１】
　生成手段３１は、階層指定手段６から受信した深さ情報と、二次元線量分布測定手段７
から受信した二次元分布情報及び線量情報とから、三次元照射野における照射線量を表し
た三次元照射野線量分布データを生成する。このようにして生成された三次元照射野線量
分布データは、後記するように、例えば、座標の形式で表すこともできるし、座標の形式
で表された三次元照射野線量分布データを、制御手段３を用いて立体的に表示するなどし
て画像化や映像化等することもできる。なお、線量情報としては、例えば、吸収線量グレ
イ（Ｇｙ）などを挙げることができる。
【００４２】
　そして、確認手段３２は、生成手段３１で生成された三次元照射野線量分布データと、
予め設定された計画線量分布における線量とが合致するかを確認する。これは例えば、三
次元照射野線量分布データと、予め設定された計画線量分布のデータとを同じ形式で表し
ておくことにより容易に比較し、確認することができる。
【００４３】
　三次元照射野線量分布データや計画線量分布のデータにおける、位置に関する情報は、
例えば、横方向Ｘ、縦方向Ｙ及び深さ方向Ｚで表される座標の形式で表すことができる。
例えば、（ｘn，ｙn，ｚn），（ｘn+1，ｙn+1，ｚn+1）・・・（ｘn+k，ｙn+k，ｚn+k）
などとして特定することができる。ここで、ｘ，ｙ，ｚはそれぞれ横方向Ｘ、縦方向Ｙ及
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び深さ方向Ｚにおける位置、すなわち座標成分を示し、ｎ及びｋは横方向Ｘ、縦方向Ｙ及
び深さ方向Ｚの座標を整合させるための任意の数を示す。なお、このような座標の形式に
よる場合、座標の基準は適宜設定することができるが、例えば、被照射体Ｐを乗せるベッ
ド５の特定位置からの横方向Ｘ、縦方向Ｙ、深さ方向Ｚにおける距離（例えば、ミリメー
トル）や、スポットスキャニング法を実施する粒子線照射装置２を用いる場合は、当該粒
子線照射装置２において予め設定されているものを基準とすることができる。
【００４４】
　そして、三次元照射野線量分布データや計画線量分布のデータにおける、線量に関する
情報は、三次元照射野線量分布データや計画線量分布のデータにおいて特定される位置に
対応付けられる形で表すことができる。例えば（ｘn，ｙn，ｚn，Ｓn），（ｘn+1，ｙn+1

，ｚn+1，Ｓn+1）・・・（ｘn+k，ｙn+k，ｚn+k，Ｓn+k）などとして表すことができる。
なお、ｘ，ｙ，ｚ，ｎ及びｋは前記と同義であり、Ｓは線量情報などの線量に関する情報
を示す。
【００４５】
　また、確認手段３２は、二次元線量分布測定手段７で測定した線量情報、又は線量モニ
タで測定した測定積算値と、予め設定された計画線量分布における線量との大小関係を確
認することもできる。
　例えば、確認手段３２による確認は、前記したような座標の形式で特定される位置にお
ける線量情報又は測定積算値と、座標の形式で予め設定された計画線量分布における特定
の位置及び計画線量における線量との大小関係を比較することによって行うことができる
。
　このような大小関係の確認は、制御手段３が線量情報及び／又は測定積算値を受信し、
線量情報及び／又は測定積算値と計画線量における線量とを比較することができる状態に
なった後、なるべく早く行うようにするのが好ましい。後記する中止手段３３を併用する
ことにより、異常線量の荷電粒子ビームＢの照射を即座に中止することができるようにな
り、被照射体Ｐに対する安全性をより高めることが可能になるからである。
【００４６】
　中止手段３３は、前記した確認手段３２において、線量情報又は測定積算値が計画線量
分布における線量よりも大きいことが確認された場合に制御手段３が粒子線照射装置２に
よる荷電粒子ビームＢの実照射を中止させるものである。
　かかる中止手段３３としては、例えば、線量情報又は測定積算値が計画線量分布におけ
る線量よりも大きくなった場合に、図示しない粒子加速器からの荷電粒子ビームＢの供給
を中止するよう命令する機能をプログラムに備えておくことや、荷電粒子ビームＢの輸送
ライン上に設けられたインターロック用の遮蔽板（図示せず）を作動させて荷電粒子ビー
ムＢを遮蔽させることなどを挙げることができる。
【００４７】
　前記した各手段を備えた制御手段３は、各種のデータやプログラムを記憶することので
きる記憶手段（図示せず）と、記憶手段に記憶されたプログラムを読み込み、解釈し、そ
の結果に従ってデータの移動や加工を行うＣＰＵ（図示せず）等を備えた汎用のコンピュ
ータを用いることができる。
　前記した生成手段３１、確認手段３２や中止手段３３などは、例えば、前記した記憶手
段にプログラムとして記憶され、必要に応じて順次読み出されて実行されることにより具
現化される。
【００４８】
　本発明に係る照射線量確認システム１は、さらに、バックグラウンドのノイズを除去す
るバックグラウンド補正手段（図示せず）や画像の歪みを補正するフラットフィールド補
正手段（図示せず）、その他必要に応じて各手段における座標を変換する座標変換手段（
図示せず）などを備えているのが好ましい。これらを備えれば、より適切な三次元の線量
分布を作成することが可能となる。
【００４９】
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　次に、図２を参照して本発明に係る照射線量確認方法について説明する。なお、図２（
ａ）は、本発明の一実施形態に係る照射線量確認方法のフローを説明するフローチャート
であり、（ｂ）は、本発明のより好ましい実施形態に係る照射線量確認方法のフローを説
明するフローチャートである。以下の説明において、既に説明した内容と重複する事項に
ついては同一の符号を付して表すとともに重複する説明については省略する。
【００５０】
　図２（ａ）に示すように、本発明に係る照射線量確認方法は、前記した本発明に係る照
射線量確認システム１を用いた照射線量確認方法であって、深さ情報と、二次元分布情報
及び線量情報とを取得して三次元照射野線量分布データを生成し、計画線量分布における
線量と合致するか確認することにより行われる。具体的には、受信ステップＳ１と、生成
ステップＳ２と、確認ステップＳ３とを含んでなる。
【００５１】
　受信ステップＳ１は、深さ情報と、二次元分布情報及び線量情報とを制御手段３が受信
するステップである。
　ここで、受信ステップＳ１において、深さ情報と、二次元分布情報及び線量情報とを制
御手段３が受信する順序は、前記した順序に限定されるものではない。本発明においては
、これらの情報を得ることができれば前記した順序を適宜に入れ換えてもよいことはいう
までもない。例えば、二次元分布情報及び線量情報を先に受信し、深さ情報を後に受信し
てもよい。
【００５２】
　続く生成ステップＳ２は、制御手段３が有する生成手段３１が、深さ情報と、二次元分
布情報及び線量情報とから、実照射された荷電粒子ビームＢの三次元照射野における分布
や線量を表す三次元照射野線量分布データを生成するステップである。
【００５３】
　なお、前記した線量モニタを有している場合であって、二次元線量分布測定手段７によ
る各照射階層における測定感度が非線形をなすような場合は、制御手段３が有する生成手
段３１が、線量モニタによって測定された測定積算値と、線量情報とを比較して各照射階
層に対する照射強度を算出し、算出した照射強度を重畳して三次元照射野線量分布データ
を生成するようにするのが好ましい。前述したように、より高い精度で荷電粒子ビームＢ
の線量分布を確認することができるようになるからである。
【００５４】
　生成ステップＳ２においては、三次元照射野線量分布データの生成前又は生成後に、バ
ックグラウンド補正手段によってバックグラウンドのノイズを除去したり、フラットフィ
ールド補正手段によって画像の歪みを補正したりするのがよい。
【００５５】
　図３（ａ）～（ｄ）に、受信ステップＳ１で受信された深さ情報と、二次元分布情報及
び線量情報とに基づいて、生成ステップＳ２で生成することのできる画像を例示する。
　図３（ａ）は、生成ステップＳ２によって二次元分布情報を画像化したものである。図
３（ｂ）は、（ａ）の画像をフラットフィールド補正手段によって画像の歪みを補正した
ものである。図３（ｃ）は、生成ステップＳ２によって（ｂ）の画像に線量情報を積算し
た画像である。そして、図３（ｄ）は、生成ステップＳ２によって深さ情報を与えて得ら
れた三次元照射野線量分布データを画像化したものである。
【００５６】
　ここで、実照射された荷電粒子ビームＢの確認をリアルタイムで行いたい場合、この生
成ステップＳ２は、実照射された荷電粒子ビームＢの深さ情報と、二次元分布情報及び線
量情報とが得られ次第、例えば、一つ一つの座標ごとに逐次前記した三次元照射野線量分
布データを生成していき、後記する確認ステップＳ３もこれに続いて逐次行わせるのが好
ましい。なお、より好ましくは、確認ステップＳ３に引き続いて、後記する中止ステップ
Ｓ４を逐次行わせるのがよい。
【００５７】
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　なお、実照射した荷電粒子ビームＢの状態は、生成ステップＳ２で生成した三次元照射
野線量分布データを一時的に記憶手段等に記憶させておき、被照射体Ｐへの荷電粒子ビー
ムＢの実照射の終了後に、かかる三次元照射野線量分布データを基に三次元の照射野のマ
ップを画像化又は映像化等させることにより可視化することが可能である。なお、迅速な
処理が必要とされるような場合は、三次元照射野線量分布データを数値データのまま処理
していくのが好ましい。
【００５８】
　続く確認ステップＳ３は、制御手段３が有する確認手段３２が、三次元照射野線量分布
データと、予め設定された計画線量分布における線量とが合致するか確認するステップで
ある。
　実照射された荷電粒子ビームＢの確認をリアルタイムで行いたい場合、生成ステップＳ
２によって三次元照射野線量分布データが得られ次第、この確認ステップＳ３を逐次行わ
せるようにするのが好ましい。
【００５９】
　さらに、この確認ステップＳ３は、線量情報又は測定積算値と、予め設定された計画線
量分布における線量との大小関係を確認できると好適である。
　そして、図２（ｂ）に示すように、確認ステップＳ３において、線量情報又は測定積算
値が計画線量分布における線量よりも大きいことが確認された場合（図４のステップＳ３
１においてＹｅｓ）は、中止ステップＳ４によって、制御手段３が粒子線照射装置２によ
る荷電粒子ビームＢの実照射を中止させるようにするのが好ましい。
　なお、線量情報又は測定積算値が計画線量分布における線量よりも小さい場合（図４の
ステップＳ３１においてＮｏ）は、予め設定された計画線量分布に従って、被照射体Ｐへ
の荷電粒子ビームＢの実照射を引き続いて行い、全ての計画線量分布について荷電粒子ビ
ームＢの照射を行った後、終了する。
【００６０】
　この中止ステップＳ４も、実照射された荷電粒子ビームＢの照射野をリアルタイムで確
認する場合に好適に用いられる。つまり、中止ステップＳ４は、確認ステップＳ３及びス
テップＳ３１で線量情報又は測定積算値が計画線量分布における線量よりも大きいと確認
され次第、荷電粒子ビームＢの実照射を中止する制御を行うのが好ましい。
【００６１】
　確認ステップＳ３による確認結果を画像化や映像化等が必要であれば、確認ステップＳ
３で確認された結果を一時的に記憶手段等に記憶させておき、被照射体Ｐへの荷電粒子ビ
ームＢの実照射の終了後に、かかる確認ステップＳ３で確認された結果を前記した三次元
照射野線量分布データの該当する部分に重畳して、又は置き換えて画像化や映像化等させ
るとよい。
【００６２】
　なお、本発明に係る照射線量確認方法においても、本発明に係る照射線量確認システム
１と同様に、二次元線量分布測定手段７として準非破壊型モニタを用いるのが好ましいこ
とはいうまでもない。
【００６３】
　以上、本発明に係る照射線量確認システム及び照射線量確認方法について、発明を実施
するための最良の形態により詳細に説明したが、本発明の趣旨はこれに限定されるもので
はなく、特許請求の範囲の記載に基づいて広く解釈されなければならないことはいうまで
もない。
【図面の簡単な説明】
【００６４】
【図１】本発明に係る照射線量確認システムの一構成例を示す概略図である。
【図２】（ａ）は、本発明の一実施形態に係る照射線量確認方法のフローを説明するフロ
ーチャートであり、（ｂ）は、本発明のより好ましい実施形態に係る照射線量確認方法の
フローを説明するフローチャートである。
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【図３】（ａ）～（ｄ）は、受信ステップで受信された深さ情報と、二次元分布情報及び
線量情報とに基づいて、生成ステップで生成することのできる画像を例示する図である。
【図４】従来の荷電粒子ビームの線量分布の確認方法を説明する概念図である。
【符号の説明】
【００６５】
　Ｘ　　　横方向
　Ｙ　　　縦方向
　Ｚ　　　深さ方向
　Ｂ　　　荷電粒子ビーム
　１　　　照射線量確認システム
　２　　　粒子線照射装置
　３　　　制御手段
　３１　　生成手段
　３２　　確認手段
　３３　　中止手段
　４　　　走査電磁石
　５　　　ベッド
　６　　　階層指定手段
　７　　　二次元線量分布測定手段
　７１　　蛍光層
　７２　　薄膜体
　７３　　撮影カメラ
　Ｓ１　　受信ステップ
　Ｓ２　　生成ステップ
　Ｓ３　　確認ステップ
　Ｓ４　　中止ステップ
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